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概要
2

空港舗装設計の交通量指標である設計反復作用回数について
• 換算係数の根拠を明瞭に・包括的に記した文献が存在しない
ため，既往文献を基に各年代の換算係数の根拠を整理し明確
にした．

• 車輪位置の換算方法について，換算係数を使用しない手法に
よる試算・分析を行った．



荷重の換算方法（2章）
3

• 舗装厚は「設計荷重」と「設計交通量」で決まる．設計交通量の指標は設計
反復作用回数．

• 設計反復作用回数は「荷重の換算」と「車輪位置の換算」を行い算出する
「設計荷重が同一位置を走行する回数」である．

• 「荷重の換算」は次式で行う．設計荷重には等価単車輪荷重ESWLを用いる．
ESWLとは「主脚の複数の輪荷重の影響を換算した単車輪荷重」．

大型航空機
10000回
↓

荷重換算しない

中型航空機
10000回
↓

大型航空機に
換算すると3000回

小型航空機
10000回
↓

大型航空機に
換算すると1000回
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• 「車輪位置の換算」は，施設横断方向の様々な位置を走行する・車輪位置
が異なる航空機の走行回数を，ある特定の位置・範囲を走行する回数に換
算する．

• 換算係数を用いる．換算係数の算出方法には「平均法」「ピーク法」がある
（後述）．

車輪位置の換算方法（2章）

換算係数を乗じる
（車輪位置考慮）

施設を走行する
主脚車輪の
合計数を算出

（車輪位置未考慮）

設計反復作用回数

航空機中心から
主脚中心までの

距離

施設中心

航空機
中心

主脚

偏差

施設中心と航空機中心が
一致する航空機A
（主脚数2）

施設中心と航空機中心に
偏差がある航空機A
（主脚数2）

主脚車輪の
横間隔

施設中心と航空機中心が
一致する航空機B
（主脚数4）

施設中心と航空機中心に
偏差がある航空機B
（主脚数4）

航空機
中心

偏差



車輪位置分布に関する既往調査結果（2章）
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• 1968年に東京航空局が実施．調査報告書は未確認．
• 他の文献に「主脚車輪の跡から観測した」との記載アリ．以下の主脚車輪分
布図が示されている．

• 以降ではこのような主脚車輪分布を「単峰型」と称する．
• 1970年型，1976年型で使用されている．
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• 1988年に港研（八谷・梅野）が大阪国際空港・松山空港で実施．調査結果は
港研資料に掲載．

• 「前脚車輪の分布を計測し，そこから主脚車輪の分布を整理」との記載アリ．
• 航空機位置分布図・主脚車輪分布図が示されている．
• 以降ではこのような主脚車輪分布を「双峰型」と称する．
• 1990年型で使用されている．

航空機中心から車輪までの距離を
用いて車輪位置を逆算・集計

航空機位置の
標準偏差σa

車輪位置の
標準偏差σw

車輪位置分布に関する既往調査結果（2章）



各年代の設計反復作用回数算出方法のまとめ（3章）
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• 文献では「平均法」「ピーク法」の2分類とされているが，文献調査の結果，単
峰型と双峰型で算出方法が若干異なるため，正確には4分類である．

• 各年代の算出根拠が明瞭となるよう，細部にわたり定式化した．

算出方法 荷重の換算 車輪位置の換算

1970年型

車輪位置の換算
より

先に行うか
後に行うか
のみが異なる

単峰型平均法

施設幅に応じた
換算係数を使用

1976年型 単峰型ピーク法

1990年型
双峰型ピーク法
と推測される

航空機の
大きさに応じた
換算係数を使用

平均法 ピーク法

単峰型
単峰型平均法
1970年型

単峰型ピーク法
1976年型

双峰型 双峰型平均法
双峰型ピーク法
1990年型



1970年型の算出方法（3.1）
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• 文献調査の結果，1968年調査を基とした単峰型平均法である．
• 平均法で必要となる「走行集中範囲」の設定は0.5・B（Bは施設幅）．
• 換算係数は施設幅に応じて算出．

走行集中範囲幅0.5・B

Z(x)を積分した
走行確率は

1.0

確率密度Z(x)=一定

x

接地幅bにおける
走行確率は
b・Z(x)

Z

施設中心
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• 1970年型の算出例

機材に応じて
換算係数を
算出する

車輪位置換算後の
走行回数

車輪位置・荷重
双方の換算後の
走行回数を
合算

1970年型の算出方法（3.1）



1976年型の算出方法（3.2）
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• 文献調査の結果，1968年調査を基とした単峰型ピーク法である．
• 換算係数は施設幅に応じて選択（5種類）．

確率密度関数Z(x)=正規分布

x

接地幅bにおける
走行確率は
b・Z(x)

Z(x)

μ

積分した
走行確率は

1.0

施設中心
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• 1976年型の算出例

荷重換算後の
走行回数

横断方向
主脚車輪合計数

乗じて合算し
最後に
換算係数

1976年型の算出方法（3.2）
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• 1976年型の換算係数を単峰型ピーク法で試算し概ね一致した．

施設幅に応じた
車輪位置標準偏差σwの推定

施設幅(m)
設計要領の
換算係数

試算した
換算係数

20 0.05 0.0503

25 0.04 0.0350

30 0.03 0.0268

45 0.02 0.0158

60 0.01 0.0111

1968年調査結果

y = 0.2086x - 1.7965
R² = 0.9932
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1976年型の算出方法（3.2）



1990年型の算出方法（3.3）
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• 現在も使用している算出方法．文献調査の結果，1988年調査を基としている．
• 双峰型平均法（走行集中範囲3σと記載）なのか双峰型ピーク法なのか，文
献により相違があり不明瞭．

走行集中範囲幅3σ

Z(x)=1/(3σ)

x

接地幅bにおける
走行確率は
b・Z(x)

Z(x)

Z(x)を積分した
走行確率は

1.0

x

Z(x)

μ

双峰型平均法

双峰型ピーク法

Z(x)=正規分布
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• 1990年型の換算係数を試算したところ双峰型ピーク法と概ね一致した．

滑走路
設計要領の
換算係数

双峰型平均法で
試算した換算係数

双峰型ピーク法で
試算した換算係数

大型ジェット機が
就航する空港 0.03 0.0250 0.0299

中小型ジェット機が
就航する空港 0.04 0.0333 0.0399
プロペラ機及び

小型機のみが就航する空港 0.05 0.0417 0.0499

誘導路
設計要領の
換算係数

双峰型平均法で
試算した換算係数

双峰型ピーク法で
試算した換算係数

大型ジェット機が
就航する空港 0.04 0.0294 0.0352

中小型ジェット機が
就航する空港 0.05 0.0391 0.0468
プロペラ機及び

小型機のみが就航する空港 0.05 0.0403 0.0483

1990年型の算出方法（3.3）
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• 1990年型の算出例

荷重換算後の
走行回数

横断方向
主脚車輪合計数

乗じて合算し
最後に
換算係数

1990年型の算出方法（3.3）



車輪位置の換算方法に関する考察（4章）
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課題 1990年型の換算係数は，1988年の調査対象航空機の航空機別交通
量・主脚の情報に左右される．

試算 車輪位置の標準偏差による換算係数を用いる方法を「換算係数法」，
航空機位置の標準偏差を用いる方法を「個別換算法」と称する．
モデル交通量を基に「換算係数法」と「個別換算法」で設計反復作用回
数を試算した．

施設中心

標準偏差 を有する
航空機位置（前脚位置）分布

標準偏差 を有する
航空機Aの車輪走行回数分布

個別換算法

標準偏差 を有する
航空機Bの車輪走行回数分布

設計反復作用回数

車輪接地幅

位置別に積み上げた
走行回数分布

換算係数法

設計反復作用回数

車輪走行回数の総和と
1988年調査の による

走行回数分布

車輪接地幅

分布中心から
分布の変曲点
までの距離が
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試算結果

• 今回のモデル交通量では，概ね 換算係数法 ＜ 個別換算法 の傾向が
あるが，設計反復作用回数の【区分】が変更になるほどの増加ではない．
注）アスファルト舗装は5区分（a～e），コンクリート舗装は3区分（M・N・O）

車輪位置の換算方法に関する考察（4章）



結論

① 1970年型の設計反復作用回数は単峰型平均法により算出さ
れている．

② 1976年型の設計反復作用回数は単峰型ピーク法により算出さ
れている．

③ 1990年型の設計反復作用回数は双峰型ピーク法により算出さ
れていると推測される．

④ モデル交通量による試算では，換算係数法＜個別換算法の
傾向があるが，区分が変更になるほどの増加程度ではなかっ
た．
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